
 

 

１ 租特透明化法の概要 

平成22年度税制改正において、租税特別措置に関し、適用の実態を把握するため

の調査及びその結果の国会への報告等の措置を定めることにより、適用の状況の透

明化を図るとともに、適宜、適切な見直しを推進し、もって国民が納得できる公平

で透明性の高い税制の確立に寄与することを目的とする租特透明化法が制定され

ました(法１)。 
  

この法律には、財務大臣が租税特別措置の適用の実態を把握するための調査を行

うことが規定されています。この規定により、法人税関係特別措置のうち税額又は

所得の金額を減少させる規定等の適用を受けようとする場合には、その法人が提出

する法人税申告書に｢適用額明細書｣を添付し、税務署に提出する必要があります

(法３①)。 
 

また、提出された｢適用額明細書｣に記載された租税特別措置の適用額等を集計す

るなど、措置ごとの適用の実態を調査し、調査結果に関する報告書を国会に提出す

ることにより、租税特別措置の適用状況が明らかとなりますから、その効果が検証

されることによって、適宜、適切な見直しが行われることになります(法４①、５

①②)。 

 
 

○ 租特透明化法の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 租特透明化法の概要等 

租税特別措置法 

法人税関係特別措置のうち、税額又は所得

の金額を減少させる規定等の適用を受けよ

うとする法人 

法人税関係特別措置 

適用を受けようとする租税特別措置法の条

項、適用額等を記載した｢適用額明細書｣を

法人税申告書に添付して提出(法 3①) 

租税特別措置の適宜、適切な見直し 

｢適用額明細書｣に記載された租税特別措置

の適用額等を集計するなどにより、措置ごと

の適用の実態を調査(法 4①) 

調査結果に関する報告書の作成及び国会へ

の提出(法 5①②) 
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